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長寿命核分裂生成物の半減時間を 9 年以下に短縮 

―高速炉を用いた効率的な核変換法を提案― 
 

【要点】 

○高速炉を利用し 4 種類の長寿命核分裂生成物を効率的に短寿命化・減量 

○新しい LLFP ターゲット集合体を考案 

○LLFP ターゲットおよび減速材の材料特性、製造性を実験により実証 

 

【概要】 

 東京工業大学 科学技術創成研究院 先導原子力研究所の千葉敏教授、東北大学の

若林利男名誉教授、東京都市大学 工学部 原子力安全工学科の高木直行教授、日本

原子力研究開発機構の舘義昭博士らは、原子力発電所の放射性廃棄物に含まれる長

寿命の核分裂生成物（LLFP、用語 1）であるセレン（79Se）、テクネチウム（99Tc）、

パラジウム（107Pd）、ヨウ素（129I）の 4 種について高速炉（用語 2）の炉心周辺に

装荷することで、数 10 万年から 1000 万年以上の半減期を有するこれらの核種が半

分になるのに要する時間を 9 年以下に短縮する方法を見出した。 

この新 LLFP ターゲット集合体は、YD2および YH2減速材（用語 3）を組み合わ

せ、さらに LLFPのテクネチウムを熱中性子フィルター材料として使うことにより、

隣接する燃料集合体の熱スパイク（用語 4）を抑制しつつ、効率的な核変換を行う

ことができる。本方式は LLFP の同位体分離を要さないことも特徴である。 

4 核種の新 LLFP ターゲット集合体をナトリウム冷却 MOX 燃料（ウランとプル

トニウムの混合酸化物）高速炉のブランケット領域に装荷した場合、サポートレシ

オ（SR、用語 5）1 以上を確保しつつ、約 8 %／年の高い核変換率が達成できる。

また LLFPターゲット、YH2およびYD2減速材の材料特性と製造の実験を通じ LLFP

ターゲット集合体の実現性が明らかとなった。さらに、今後の効果的な再処理方法

の実現により、これらの核種量を最終的に 1/100 程度まで低減させる可能性が拓か

れた。  

文部科学省国家課題対応型研究開発推進事業原子力システム研究開発事業によ

り東工大が委託を受けた「高速炉を活用した LLFP 核変換システムの研究開発」の

成果で、成果は「Scientific Reports」に 2019 年 12 月 16日にオンライン掲載された。 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

●背景 

 高速炉は、余剰中性子を活用することにより、消費した以上の燃料を増殖した

り、廃棄物として生成した LLFP やマイナーアクチニド（MA、用語 6）を低減す

るなど、さまざまな目的に活用できる。MA および LLFP の核変換に関する多くの

研究が行われている。LLFP に関しては環境への影響を低減するという観点から重

要な 6 核種の核変換研究が実施されている。6 種の LLFP は 79Se、93Zr（ジルコニ

ウム）、99Tc、107Pd、129I、135Cs（セシウム）である。 

本研究グループではこれまでにナトリウム冷却酸化物燃料高速炉の炉心周辺に

YD2 減速材を適切に配置した LLFP ターゲット集合体を装荷することにより、こ

れら 6 種の LLFP を同時に核変換しサポートレシオ（SR）を 1 以上とする方法を

明らかにしてきた。 

しかしながら、この方法の核変換率は低いため、大量の LLFP を装荷し繰り返

し照射のためリサイクルする必要があった。これにより、リサイクル中に LLFP が

失われる可能性がある。高い核変換率を達成することは、LLFP ターゲットをリサ

イクルする際のロスの削減に重要である。 

 6種の LLFPすべてについて高い核変換率とサポートレシオ>1を同時達成する

ことは困難である。特に 135Cs と 93Zr は中性子吸収断面積が低いため非常に難し

いと考えられている。そのため地層処分上も問題となる 79Se（半減期 33 万年）、
129I（同 1570 万年）に加えて 99Tc（同 21 万年）および 107Pd（同 650 万年）を高い

核変換率を達成する対象核種として選択した。  

 高い核変換率を達成するためには、LLFP ターゲット内の減速材の割合を増加さ

せることにより、熱中性子の数を増やす必要がある。この目的のために、先行研

究で用いられた重水素（D）に加えて、水素（H）を適用するシステムを考案した。

重水素と水素を組み合わせることにより、LLFP ターゲット集合体に隣接する燃料

集合体内の燃料ピン出力増加増大（熱スパイク）を抑制しつつ、高い核変換率を

達成することが必要となる。 

 今回の研究では、同位体分離を行うことなく 4 種の長寿命核分裂生成物（79Se、
99Tc、107Pd、129I）を高速炉の炉心周辺に装荷して高い核変換率を達成する方法を

明らかにした。さらに、LLFP および減速材の材料特性と製造に関する実験により、

LLFP 核変換ターゲットの実現可能性も明らかにした。 



●研究成果 

 解析にはモンテカルロコードのMVPコードとMVP-burnコード（用語 7）を、

核断面ライブラリーは JENDL-4.0（用語 8）を使用した。図 1 に高速炉における

LLFP ターゲット集合体の装荷位置を、表 1 に本手法による放射能半減期間短縮の

度合いを示す。 

図 1 高速炉における LLFPターゲット集合体の装荷位置 

 

 

表 1 高速炉における LLFPの核変換による寿命短縮効果 

LLFP 核種 
半減期 

（年） 

核変換率 

（%/年） 

サポート 

レシオ 

SR 

核変換による 

実効半減期 

（年） 

核変換による 

寿命短縮比 

  A   B B/A 
79Se 33 万年  10.4 28.2 6.3 1/52,000 
99Tc 21 万年  7.9 4.3 8.4 1/25,000 
107Pd 650 万年  8.0 1.8 8.3 1/782,000 
129I 1,570 万年  7.5 1.5 8.9 1/1,770,000 

 

 79Se の場合、高い核変換率と隣接する燃料集合体の出力ピークの低減の観点か

ら、ZnSe（セレン化亜鉛）と YD2の体積比は 1：9に設定され、核変換率は 10.4 %

／年になった。また、SR は約 28 を達成したことがわかった。 

 99Tc の場合、隣接する燃料集合体の出力ピークを抑制するために、減速材とし

て YH2と YD2を混合する手段を取った。 YH2と YD2の体積比を 6：4 に変更し、
99Tc と減速材（YH2 + YD2）の体積比を 1：9 に変更すると、変換率は 7.9 %／年

だった。SR は 4.3 で、SR > 1 を満たしている。 



 107Pdの場合、Pd と YD2の体積比を 1：9 に設定することにより、変換率は 8.0 %

／年だった。これは、高い変換率と隣接する燃料集合体の出力ピークの低減の観

点からである。SR は 1.8を達成することも分かった。 

 129Iについては、熱中性子フィルターを備えた新しい 129Iターゲット集合体 （図

2参照）を発明し、隣接する燃料集合体の出力ピークを抑制した。熱中性子フィル

ターとして、129Iターゲット集合体の外層が Tc に置き換えられた。Tcピンの Tc の

体積比を 40 %に変更し、BaI2と YH2の体積比を 1：9 に変更することにより、変

換率は 7.5 %／年、SR は 1.5 だった。 

 

図 2 LLFPターゲット集合体の 129Iピンと 99Tcピンの配置 

 

 

 LLFP 核変換ターゲットの実現可能性は、LLFP ターゲット、YH2および YD2減

速材の材料特性と製造に関する実験を通じて明らかにした。 

 これらの結果、LLFP を同位体分離を行うことなく高速炉のブランケット」領域

に装荷することにより、表 1 のように 79Se は 7年、99Tc、107Pd、129Iを 9 年以下の

照射時間で半分に減量可能であることが示された。これは放射能半減に要する時

間を、約 1/2 万から 1/200 万に短縮できることを意味する。また、照射した LLFP

ターゲットの再処理方法を効率化することにより最終的な廃棄物量として 1/100

まで低減可能となることが分った。これにより地層処分の負担となる長寿命の放

射性廃棄物処理に対する重要な進展が得られた。 

 

 

 

●今後の展開 

 今後は LLFP のリサイクルを考慮した核変換システム全体の研究が必要である



と考える。LLFP 核変換ターゲットの分離と回収のロス率を考慮し長寿命核分裂生

成物を 1/100 まで低減する高速炉 LLFP 核変換システムの構築を目指す。また、軽

水炉の使用済み燃料に含まれる LLFP を処理するシステムの研究も進めていく予

定である。 

 

【用語説明】 

（１）核分裂生成物（LLFP）：Long Lived Fission Products の略。使用済み核燃料

に含まれる核分裂生成物のうち、特に半減期の長いセレン（79Se、半減

期 33万年）、ジルコニウム（93Zr、同 153 万年）、テクネチウム（99Tc、

同 21 万年）、パラジウム（107Pd、同 650 万年）、スズ（126Sn、同 23 万

年）、ヨウ素（129I、同 1570万年）、セシウム（135Cs、同 230万年）の 7

核種を示す。本研究では、このうち 135Cs、126Sn、93Zrを除く 4核種を

短半減期（または安定核種）に高核変換するシステムを提案した。 

（２）高速炉：核分裂で発生する中性子を減速させることなく次の核分裂に利用

する原子炉。特にプルトニウムにおいて、核分裂の起きる中性子のエ

ネルギーが高いほど吸収された中性子あたりに発生する中性子が多く、

また燃料以外への中性子吸収が減少する。その分、原子炉の運転維持

以外に利用できる余剰中性子が増し、核燃料の増殖や不要核種の変換

に回すことが可能である。 

（３）減速材：核分裂で発生する中性子と衝突して中性子のエネルギーを減らす

ために用いられる物質。一般に中性子捕獲断面積や核分裂断面積は核

分裂で発生する中性子の持つエネルギーより低いエネルギーで大きい

ため、中性子エネルギーの調整のために用いられる。YH2は水素化イッ

トリウム、YD2は重水素化イットリウム。 

（４）熱スパイク： 高速炉では核分裂中性子を減速せずに使用するのが通常だが、

今回の研究のように炉心に減速材を入れるとそれによってエネル

ギーの低い中性子が増える。熱スパイクはそれに伴う核分裂の増加に

よって局所的に発熱量が増える現象。熱スパイクがあると原子炉全体

の出力が制限を受け、発電量や核変換量に悪い影響を及ぼす。 

（５）サポートレシオ（SR）：サポートレシオは、原子炉内で同じ期間に核燃料で

生成された LLFP の量に対する変換された LLFP の量の比として定義

される。これが 1 以上であれば当該物質を減少させることが可能。 

（６）マイナーアクチニド（MA）：プルトニウム以外の超ウラン元素の総称。ネ

プツニウム、アメリシウム、キュリウムなどがあり、半減期が数万年

以上のものが存在する。これらは使用済み核燃料に多く含まれ、これ

ら放射性廃棄物の処理が課題となっている。 

（７）モンテカルロコードの MVPコードと MVP-burn コード：国内で開発され

https://kotobank.jp/word/%E7%B7%8F%E7%A7%B0-552547


た原子炉内での中性子及び光子の空間及びエネルギー分布を計算す

るためのコード（MVP）、及び中性子と炉内物質との相互作用によっ

て起きる核変換を計算するためのコード（MVN-burn）。 

（８）JENDL-4.0：原子力開発用の核データ（中性子と様々な原子核の相互作用確

率や放射性原子核の崩壊確率等の総称）を特定の書式でまとめた日本

の数値データライブラリーの最新版。 
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